


















監 査 役 会
（監査役）

株 主 総 会

選任・解任選任・解任

選定・解任・監督

内部監査
及び指示

選任・解任

取 締 役 会
（取締役）

会計監査人

代表取締役社長

内部監査室

管理・営業部門／グループ会

リスク管理委員会

コンプライアンス委員

営業推進会議

会計監査業務監査

指示報告

指示

指示

連携

連携

連携

顧問弁護士

助言

常務会

報

補佐

○ 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営組織の概要は下記のとおりであります。

１．コーポレート・ガバナンス体制につ

○ 内部統制システム（各部門への牽制機能）は下記のとおりであります。

総務部（総務課）

経理部（主計課）

経理部（財務課）

経理部（経営企画

情報開示担当役

内部監査室

営業部門 ／
グループ会社 内部牽制

報告

代表取締役社長

内部監査

内部監査

管理部門（情報管理）

（リスク管理、法務統括）（内部統括責任者） （会社情報に関する統括）

（業務全般にわたる内部監査）

（経理事務統括）

（財務事務統括）

（予算統制、適時開示等）



２．適時開示体制の概要について

○ 当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

１．決定事実に関する情報

２．発生事実に関する情報

取締役会決議後、速やかに情報開示しております。 （流れ：①→②→③→④→⑤→⑥→⑦→⑧）

発生後、情報開示担当役員は代表取締役社長に報告・決裁を得て、速やかに情報開示し、
取締役会へ報告しております。 （流れ：①→②→③→⑥→⑦→⑧→④→⑤）
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総務部
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東京証券取引所

経理部

各営業部

当社ホームページ

会計監査人
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③ 報告

② 報告

⑦ 情報開示

⑧

④ 取締役会招集

⑤ 決議

① 確認、連絡

開示資料の作成
（ＴＤｎｅｔ送信）

（東京証券取引所のホームページ上に掲載される。）

（当社のホームページ上にも掲載する。）

※社内規程に基づく情報管理の徹底

・ 取締役会規程

・ 内部情報管理規程 等

・ 決定事項の情報
・ 発生事実の情報
・ 決算に関する情報 等

※資料投函も同時に実施

（松山記者クラブ等）

・ 決定事実の取締役会決議

・ 発生事実公表後、取締役会へ報告

⑥ 指示
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